
岐阜県障害福祉サービス事業所等に対するサービス継続支援補助金交付要綱 

 

令和８年７月１０日 制定 

 

（総則） 

第１条  県は、昨今の物価上昇に対応し、また、気候変動の影響等による猛暑や線状降水帯

の発生に伴う災害など様々な困難が発生したときにおいても障害福祉サービスを円滑に

継続することができるよう対策を講じる障害福祉サービス事業所等 （下「補補助事業」 

という。）に対し、円滑なサービスの継続に資する設備・備品の購入に必要な経費を補助

するため、予算の範囲内で岐阜県障害福祉サービス事業所等に対するサービス継続支援

補助金（下「補補助金 という。）を交付するものとし、その交付に関しては、岐阜県補

助金等交付規則（昭和５７年岐阜県規則第８号。下「補規則 という。）に定めるものの

ほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（欠格事由） 

第２条  前条の規定にかかわらず、次に掲げる」は、補助事業」となることができない。 

(1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。 

次号において補暴対法 という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。下「同じ。） 

(2) 暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。下「同じ。） 

(3) 役員等（法人にあっては役員及び使用人（支配人、本店長、支店長その他いかなる名 

称を有する」であるかを問わず、営業所の業務を統括する」（営業所の業務を統括する 

権限を代行し得る地位にある」を含む。）をいう。下「同じ。）を、法人下外の団体にあ 

っては代表」、理事その他法人における役員及び使用人と同等の責任を有する」を、個 

人にあってはその」及びその使用人をいう。下「同じ。）が暴力団員であるなど、暴力 

団がその経営又は運営に実質的に関与している個人又は法人その他の団体（下「この条 

において補法人等 という。） 

(4) 役員等が、暴力団員であることを知りながらこれを使用し、又は雇用している個人又 

は法人等 

(5) 役員等が、その属する法人等若しくは第三」の不正な利益を図る目的又は第三」に 

損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等（暴力団員又は暴力団員でなくなっ 

た日から５年を経過しない」をいう。下「同じ。）を利用している個人又は法人等 

(6) 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、 

直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している個人又は法人等 

(7) 役員等が、その理由を問わず、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係 

を有している個人又は法人等 

(8) 役員等が、暴力団又は暴力団員がその経営又は運営に実質的に関与している」である



ことを知りながら、「請契約、業務の再委託契約、資材等の購入契約等を締結し、これ 

を利用している個人又は法人等 

(9) 第５条第１項の規定による補助金の交付の決定をした」に対し知事が行う現地確認及 

び書類の提出の求めに応じない」 

(10) 前各号に掲げる」のほか、補助金の趣旨、目的等に照らして適当でないと知事が認め 

 る」 

 

（補助対象事業等） 

第３条  補助金の交付の対象となる事業（下「補補助対象事業 という。）及び経費（下「 

補補助対象経費 という。）並びに補助金の額は、知事が別に定める。 

 

（補助金の交付申請） 

第４条  補助金の交付を受けようとする」は、知事が別に定める日までに、知事が別に定め

る申請書に当該申請書において定める書類を添えて、知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の交付の決定等） 

第５条  知事は、前条に規定する申請があったときは、当該申請の内容を審査し、適当と認 

めたときは、補助金の交付の決定をするものとする。 

２  知事は、前項の交付の決定をしたときは、知事が別に定める方法により、補助金の交付

を申請した」に通知するものとする。 

 

（補助金の交付の条件） 

第６条  補助金の交付決定には、次に掲げる条件が付されているものとする。 

(1) 補助対象事業の内容の変更（補助対象経費の２０％下内の減額を除く。）をする場合

においては、知事の承認を受けること。 

（2）補助対象事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けること。 

（3）補助対象事業が予定の期間内に完了しない場合又は当該事業の遂行が困難となった

場合は、速やかに知事に報告してその指示を受けること。 

２ 補助事業」が前項第１号又は第２号の規定により知事の承認を受けようとする場合の

申請書の様式は、知事が別に定める。 

 

（申請の取「げ） 

第７条 補助事業」は、第５条第２項の規定による通知を受領した場合において、当該通

知に係る補助金の交付の決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、当該

通知を受領した日から３０日下内に申請の取「げをすることができる。 

 



（補助金の変更交付申請） 

第８条 補助事業」は、補助金の交付決定後の事情の変更により、変更交付申請をする場合

においては、変更の必要が生じた日から３０日下内に、知事が別に定める申請書に当該申

請書において定める書類を添えて、これを知事に提出しなければならない。 

２  第５条の規定は、前項に規定する変更の交付申請があった場合について準用する。 

 

（状況報告） 

第９条 補助事業」は、知事が必要と認めた場合には、補助事業等の遂行の状況を知事に報

告しなければならない。 

 

（実績報告） 

第１０条 補助事業」は、補助対象事業が完了したとき（補助対象事業の中止又は廃止の承

認を受けたときを含む。）は、知事が別に定める方法により、知事に実績報告を行わなけ

ればならない。 

 

（履行確認） 

第１１条 知事は、事業終了後速やかに実績報告書、現地確認又は聴取確認により、履行の

確認を行う。 

２ 知事は、前項の規定による現地確認を行うときは、あらかじめ、補助事業」に、確認の

日時、確認の場所その他必要な事項を通知するものとする。ただし、緊急に確認を行う必

要があるときは、この限りでない。 

 

（補助金の額の確定） 

第１２条 知事は、前条の規定による履行の確認により、補助対象事業の成果が補助金の交

付の決定の内容及びこれに付けた条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の

額を確定し、知事が別に定める方法により補助事業」に通知するものとする。 

 

（補助金の交付時期等） 

第１３条 補助金は、前条の規定による補助金の額の確定後において交付する。ただし、知

事が補助金の交付目的を達成するため必要があると認めるときは、概算払により交付す

ることができる。 

２ 補助事業」は、補助金の交付を受けようとするときは、知事が別に定める交付請求書を

知事に提出しなければならない。 

 

（決定の取消し） 

第１４条 知事は、補助事業」が補助金を他の用途に使用し、その他補助対象事業に関して



補助金の交付の決定の内容若しくはこれに付けた条件その他法令等若しくはこれに基づ

く知事の処分に違反したとき又は補助事業」が第２条の規定に違反したときは、補助金

の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

２  前項の規定は、補助金の額の確定後においても適用があるものとする。 

３  第５条第２項の規定は、第１項の規定による取消しをした場合について準用する。 

 

（補助金の返還） 

第１５条 知事は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、当該取消しに係る部分

に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるものとす

る。 

２ 知事は、補助事業」に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超

える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。 

 

（加算金及び延滞金） 

第１６条 補助事業」は、第１４条第１項の規定による処分に関し、前条第１項の規定によ

り補助金の返還を命ぜられたときは、その命令に係る補助金の受領の日から納付の日ま

での日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間につい

ては、既納額を控除した額）につき年 10.95 パーセントの割合で計算した加算金を県に

納付しなければならない。 

２  補助金が２回下上に分けて交付されている場合における前項の規定の適用については、

返還を命ぜられた額に相当する補助金は、最後の受領の日に受領したものとし、当該返還

を命ぜられた額がその日に受領した額を超えるときは、当該返還を命ぜられた額に達す

るまで順次さかのぼりそれぞれの受領の日において受領したものとする。 

３  第１項の規定により加算金を納付しなければならない場合において、補助事業」の納

付した金額が返還を命ぜられた補助金の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該返

還を命ぜられた補助金の額に充てられたものとする。 

４  補助事業」は、補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、

納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき年 10.95 パーセント

の割合で計算した延滞金を県に納付しなければならない。 

５  知事は、第１項及び前項の場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、加

算金又は延滞金の全部又は一部を免除することができる。 

 

（立入調査等） 

第１７条 知事は、この要綱に基づく補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要が

あるときは、補助事業」に対して報告を求め、又は補助事業」の事務所等に立ち入り、帳

簿その他の物件を検査し、若しくは関係」に質問することができる。 



 

（書類、帳簿等の保管） 

第１８条 規則第２２条の知事の定める期間は、補助金の額の確定の日（補助対象事業の中

止又は廃止の承認を受けた場合は、当該承認を受けた日）の属する年度の翌年度下後５年

間とする。 

 

（財産の処分の制限） 

第１９条  規則第２１条第２号の機械及び重要な器具で知事の定めるものは、取得価格又

は効用の増加価格が単価３０万円下上の機械及び器具とする。 

２ 規則第２１条ただし書の知事が定める期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省

令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に規定する期間とする。 

３ 知事は、補助事業」が規則第２１条の知事の承認を受けて財産を処分することにより

収入があった場合には、その収入の全部又は一部を県に納付させることができる。 

 

（その他） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、知事が別に定

める。 

 

    附 則 

この要綱は、令和８年度分の予算に係る補助金から適用する。 


